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第2回エビデンスに基づく実践と政策セミナー 2018.6.30



本日の発表内容

エビデンス活用が進んでいる領域でも、エビ
デンスと実践・政策の間にはギャップが存在
する。その実態や得られる示唆等を紹介する。

１ 医療の場合（ＥＢＭ）
２ 社会政策の場合（プログラム評価）

あわせて、日本のＥＢＰＭ議論におけるエビ
デンスの理解について整理する。

３ 日本におけるエビデンスの理解
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１ 医療の場合

（ＥＢＭ）
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医療におけるエビデンス利用

医療領域ではＥＢＭが普及しているから、
医療機関で受ける治療はエビデンスに
基づいているはず？

⇒必ずしもそうとは限らない。
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エビデンス-診療ギャップ

アメリカの2003年の論文 （McGlynn et. al. 2003）

２万人の患者を対象に、診療ガイドラインと
実際の診療内容を比較。

⇒診療ガイドライン遵守率：５５％
乳がん：75.7%
高脂血症：48.6%
大腿骨頸部骨折：22.8%
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“医療の質”への関心が高まる

 “医療の質”とは …

「個人や集団を対象に行われる医療が、
望ましい健康状態をもたらす可能性の高さ、
その時々の専門知識に合致している度合い」

＝エビデンスに則った医療をどのくらい行っ
ているか、が重要な要素。

（福井 2017, p.16）
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医療の質の評価

医療の質はＱＩ（Quality Indicator）で評価。
ストラクチャー（構造）：施設・スタッフ等の資源
プロセス（過程）：手技・投薬等の医療内容
アウトカム（結果）：生存率、ＱＯＬ等の患者の健康状態

諸外国ではプロセス指標が基本。アウトカム
指標を用いる場合は、リスク調整が必要。

＜プロセス指標の例＞
・心筋梗塞患者のうち、アスピリンを処方された割合
・肺炎患者のうち、来院後4時間以内に抗菌薬を投与された割合
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（参考）ＥＢＭにおける意思決定
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患者の価値観

患者の病状・環境

研究による
エビデンス

医師の専門性・経験

※エビデンスだけで機械的に意思決定するわけではない。



医療の質の改善事例

米国マサチューセッツ総合病院

・PDCAサイクルで医療の質を改善。

・院内感染予防のための医療スタッフの手指消毒の
遵守率 2003年：8％⇒ 2009年：90％

国立病院機構

・系列の143病院のQIを測定・公表。
・急性脳梗塞で入院後4日以内にリハビリテーション
を開始した割合
2010年：20～90％⇒ 2013年：大部分で70％以上
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医療の質の改善策
①医師を対象とした取組

診療ガイドラインの配布

・ガイドライン遵守率はわずかに向上。

生涯学習

・単純な講習会より参加型が有効。
・オピニオンリーダーへの講習が有効。
・大きな効果を得るためには資源投入が必要。

（東 2007）
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クリニカル・オーディット（質のモニタリングと
医師へのフィードバック）
・コクラン・レビューで有効性が示されている。

・院内感染予防のための手指消毒、糖尿病患者の
血糖管理等の成功事例あり。

ＰＤＣＡサイクル
・成功事例の報告多数。救急外来待ち時間短縮、
中心静脈カテーテル関連血流感染減少等。

（小松・門田・福井 2016）
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医療の質の改善策
②医療機関の組織的取組



医療の質の公表
・患者の医療機関の選択にはあまり使われない。
・医療機関の改善活動には結びつく。

業績に基づく支払（P4P: Pay for Performance）

・医療の質向上につながったという十分なエビデン
スはない。

・指標の数値自体は向上するが、プロセス指標と比
べるアウトカム指標の改善は限定的。

（田村 2018；津川 2016；東 2007等）
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医療の質の改善策
③政策的取組



医療政策のエビデンス

個人を対象とした医療（ＥＢＭ）と比較し、
集団を対象とした医療政策は、エビデンス
の活用が遅れている。

エビデンスが不十分なまま実施されている
医療政策の例：

・特定健診 （田辺 2016a）

・がん検診 （田辺2016b）
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日本の現状

全般的な医療の質は高いが、医療機関・地域
による質のばらつきが大きいと言われる。

医療の質評価や改善活動も医療機関によって
温度差あり。

ＯＥＣＤの日本への勧告（OECD 2014）

・日本の医療は比較的低コストで良好な健康状
態を実現しているが、今後は医療の質向上の
ための制度的・体系的な取組が必要。

14



２ 社会政策の場合

（プログラム評価）
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政策評価法における評価方式
評価方式 対応する手法 性格

実績評価 業績測定
(Performance
Measurement)

アウトプット、アウトカム等につ
いて、あらかじめ目標・指標を定
めて達成度合いを評価。

総合評価 プログラム評価
(Program 
Evaluation)

施策の有効性を様々な角度か
ら分析。施策の問題点、目的の
妥当性等を分析する場合もあり。

事業評価 政策分析
(Policy Analysis)

施策の費用対効果等を分析。
事前・事後いずれでも可能。



米国におけるプログラム評価

 1960年代の米国では、「偉大な社会」「貧困との

戦い」というスローガンのもと、保健・教育・住宅
等の分野で多数の社会施策を導入。

効果検証のためにプログラム評価を実施。ＲＣ
Ｔ等による厳密な評価が行われた。

その後、プログラム評価は一つの評価方式とし
て定着。評価を実施するコンサルタントやシンク
タンクが成長し、一つの産業を形成。
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（参考）プログラム評価から業績測定へ

 ＲＣＴ等による厳密な評価には長期間を要し、ま
た分厚く専門的な報告書は、必ずしも政策現場
で使いやすいものではなかった。

実用重視の評価が指向されるように。

 その流れの中で業績測定（Performance 

Measurement）が誕生。（指標を用いた簡便な評価）

日本ではプログラム評価は定着せず、1990年代
以降に導入された業績測定が主流に。
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評価研究の分野では、評価の“利用”や “影響”に
焦点を当てた研究が発展。

1970年～：評価利用 （evaluation use）
2000年～：評価影響 （evaluation influence）

当初のプログラム評価が、必ずしも評価関係者が
意図したように利用されなかったことが背景。

代表的レビュー論文：Herbert (2014)
Johnson et al. (2009) 
Shulha and Cousins (1997)
Cousins and Leithwood (1986) 
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評価の利用・影響の理論①



評価利用の類型

「道具的利用」「概念的利用」「象徴的利用」等。

※意思決定への直接的な利用だけでなく、関係者の認
識変化につながる等の間接的な利用もある。

評価利用の決定要因

「評価の質」「施策のコンテキスト」「ステイクホル
ダーの評価への参加」等。
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評価の利用・影響の理論②



評価利用の類型 性 格

道具的利用
（instrumental use）

施策の改廃・見直しなどの特定の意思決
定に、評価が直接的に反映される。

概念的利用
（conceptual use）

直接的な行動とは結び付けられないが、
評価が関係者の認識に浸透し、意思決定
の情報源の一つとなる。

象徴的利用
（symbolic use）

既存の立場の正当化や、組織の合理性を
示すために評価が用いられる。
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※評価の「結果」のみでなく、「プロセス」も利用対象となる。（プロセス利用）

※制度的な要求のために評価が利用される場合がある。（強制的利用）

評価の利用・影響の理論③



 2000年代に入ると、それまでの評価利用の

概念では、評価の持つ多様な影響を包括的
に捉えることができないという認識のもと 、
“評価影響”という概念が提起される。

 長期的・間接的な影響を含め、評価のイン
パクトを可能な限り広く捉えようとするもの。
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評価の利用・影響の理論④



評価の利用・影響の理論からの示唆

評価の“利用”を狭く捉えすぎると、評価の
重要な機能を見落とすことになる。

政策過程の現実：施策は評価だけで決まる
ものではない。

・評価は意思決定に用いられる多くの情報の一つ。
・様々なステイクホルダーの存在。
・既存施策の存在。

※しかし、評価にまったく影響力がないわけではない。
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ＧＡＯによるプログラム評価の利用
状況に関する調査①

＜連邦政府高官へのアンケート調査＞

担当施策について、過去５年以内に完了した
プログラム評価がある： ３７％

プログラム評価の利用目的：
マネジメント・業績改善のための変更の実施
施策の有効性・価値の評価
施策についての理解の深化
業績についての補足・説明
有効性・その他の教訓の他者との共有
業績目標の設定・改訂 等々
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ＧＡＯによるプログラム評価の利用
状況に関する調査②

＜評価に積極的な省庁へのインタビュー調査＞

プログラム評価の利用促進策
・評価を後押しするリーダーシップ
・強固なエビデンスの確立
・評価過程へのステイクホルダーの関与

単一の評価で施策を変更することは通常ない。
複数の評価が時間をかけて施策に影響する。

ＲＣＴでなくてもよいが、評価の質が重要。
※以上、GAO 2013より （田辺 2014 で詳細を紹介）
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３ 日本におけるエビデンスの理解

26



政府の取組

 2016.12 経済財政諮問会議「統計改革の基本方針」

・統計改革推進会議の設置

 2017.5 統計改革推進会議「最終取りまとめ」
・政府内のＥＢＰＭ推進体制の整備
・政策・施策・事務事業の各段階での取組

 2017.6 「経済財政運営と改革の基本方針 2017」
・ＥＢＰＭ推進体制の構築
・予算編成へのＥＢＰＭ的視点の反映。
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※ 「EBPMの推進」内閣官房行政改革推進本部事務局（2018.3.6）より



“エビデンス”はどう理解されているか①

公共政策が必要とされているという「証拠

（evidence）」の重要性はますます増している。

そのような証拠として最も重要なものが、

社会の状態を知るための統計である。

※砂原（2017）より
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“エビデンス”はどう理解されているか②

予算要求にしても法律改正にしても、組織
内での優先順位の決定、予算編成過程で
の査定、国会審議等多くのハードルがあり、
エビデンスなしに政策が立案されることは
考えにくい。

※森川（2017）より

30



“エビデンス”はどう理解されているか③

このようなＥＢＰＭの基盤をなすのが、
統計的データを始めとする各種データなど

の客観的な証拠であり、政策課題の把握、
政策効果の予測・測定・評価による政策の
改善と統計等データの整備・改善が有機的
に連動するサイクル（ＥＢＰＭサイクル）を
構築することが必要である。

※統計改革推進会議「最終取りまとめ」 （2017.5）より
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日本におけるエビデンスのイメージ

データ・
ファクト
・統計
・ビッグデータ
・政策関連の
ファクト

研究
・有効性に限ら
ない政策関連
の諸々の研究

評価
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ評価
・業績測定
・費用便益分析

（本来の）エビデンス
・施策の有効性に関する
信頼性の高い研究
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ｅＢＰＭ？ ＲＢＰＭ？ ＤＢＰＭ？

データ・
ファクト
・統計
・ビッグデータ
・政策関連の
ファクト

=DBPM?

研究
・有効性に限ら
ない政策関連
の諸々の研究

= RBPM?

評価
・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ評価
・業績測定
・費用便益分析

= eBPM?

（本来の）エビデンス
・施策の有効性に関する
信頼性の高い研究

= EBPM !



国の議論におけるＥＢＰＭの整理

 証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）とは、
（１）政策目的を明確化させ、

（２）その目的のため本当に効果が上がる行政手段は何
かなど、「政策の基本的な枠組み」を証拠に基づいて
明確にするための取組。

 政策の改善に繋げるため、順次、三本の矢（行政事業レ
ビュー、政策評価、経済・財政再生計画の点検・評価）の
取組を通じ、ＥＢＰＭを実践。

※「EBPMの推進」内閣官房行政改革推進本部事務局（2018.3.6）より

※政策評価の方法論を使うことを想定している！（eBPM?）
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※総務省ウェブサイトより
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※ 「ＥＢＰＭの試行的検証」行政改革推進本部資料, 2017.11.15より
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